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利益の資本化
山崎佳夫
まえがき一一資本の利益化一一
「資本剰余金は，どのようにして創り出されたとしても，これを当年度ある
いは将来の年度の損益計算書に，さもなければ賦課すべきはずの費用を軽減す
るために用いられではならない。」（A・I・A会計五原則1932年〉
「払込資本を利益剰余金へ直接にも間接にも振り替えてはならない。」（A.
A・A会計原則1941年〉
わが国の「企業会計原則」も，「正当な理由がなければ，資本剰余金を利益剰
余金に直接または間接に振り替えてはならない。」〈損益計算書原則6の2項〉
と記している。いうまでもなく，これらは資本と利益の区分を継続的に保持す
べき企業会計理論の基本課題に由来するものである。またそれによって企業の
存続と株主・債権者の保護が図られていると考える。本来資本剰余金に属する
項目を利剰益余金として処理することは， 「資本の利益化」を意味し，利益処
分を通して企業外に流出すれば，企業資本を弱体化するであろう。論難すべき
は，資本の返還ではなく，利益の分配という仮面を装うことである。企業会計
原則注解8は，資本剰余金を直接に利益剰余金に振り替える例として，資本的
支出に充てられた工事負担金を利益剰余金に算入する場合をあげ，間接的に振
り替える例として，固定資産の償却不足額を陳腐化を理由として当該固定資産
の評価差益〈または再評価積立金〉に負担せしめ，または新株の不公正発行に
よる株式引受人の追出資額（280条ノ11）から必要費用を控除する会計処理をあ
げている。
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しかし「注解」は，企業会計原則において認められる「正当な理由」による
振替の主な例として，つぎの場合をあげている。
(1) 利益剰余金をもってなお填補することのできない欠損の填補に充てるため
資本剰余金を取り崩して使用する場合
:2) 建設助成金又は工事負担金によって建設した固定資産が，災害その他の理
出で滅失し又は廃棄されたことによって生じた財産損失を建設助成金又は工
事負担金をもって填補する場合
(3) 再評価した固定資産の陳腐化による減価を当該資産の評価差益〈又は再評
価積立金〉に負担させる場合
(4) 資本助成のため贈与された資産に関する評価損を当該贈与剰余金に負担さ
せる場合
しかし「建設助成金」「工事負担金」「再評価積立金」「贈与剰余金」が資
本剰余金として貸方項目であるとすれば，これらと借方項目である特定の資産
との聞に，結合もしくは対応関係を見出すことは困難である。そこで「資本の
不iJ益化」が認められるのは，（1）の場合にかぎられる。利益剰余金をもって填補
すべき上記の損失を，財務政策上，資本剰余金をもって填補することを許すの
である。それも企業の継続がーたん切断され，準更生ないし「会社を新出発さ
但）
せる措置」として認められるわけである。
「資本剰余金の利益剰余金への振替」とは逆に， 「利益剰余金の資本剰余金
への振替」について「企業会計原則」はとくにふれていないが，同様に理論的
に好ましくないことはいうまでもない。本来利益剰余金を構成する項目を資本
剰余金として処理すれば，利益を隠蔽し処分可能利益を過小にするであろう。
しかし「資本の利益化」に比べて， 「利益の資本化」は財務的に弊害の少いと
ころから，政策という名のもとに，これが正当視される場合がある。 「利益の
資本化」において，財務政策と会計理論とが， しばしば混同される所以であ
る。以下（1）剰余金の資本組入（2）利益準備金の資本組入同その他の利益剰余金の
資本組入の順序にしたがって論述する。
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注（1) 丹波康太郎「資本会計」 64頁
(2) 木村重義教授は，欠損がすでに実質的に資本剰余金に喰い込んでいる場合は， 「振二
替」禁止の趣旨に反しないとしている（「黒沢清外「会計学の基礎概念」 424頁）。 H・
R・ハットフイ｛ノレドも，営業損失を払込剰余金に賦課することは会計原則を侵すと
は考えられないと述べている（OperatingDeficit and Paid-in Surplus, A. R. 1934〕。
剰余金の資本組入
純財産の総額を変えることなく，剰余金を表示資木へ振り替える処理は，－剰
余金の資本組入といわれる。剰余金は株式の発行を伴うことなく，資本化され
ることがある。剰余金が資本化される場合，問題となるのは組入の財源につい
てである。これについてはT・ヨ｛クにしたがって，三つの見地からながめる
ことカiできる。
債権者保護の見地からすれば，剰余金が払込剰余金と利益剰余金に分割され
ることは重要なことではない。債権者の関心は，基本的に表示資本の総額と剰
余金の総額についてである。純財産額から表示資木の額を差しヲ！いた処分可能
な資産の残額に関心をもつかぎり，剰余金の資本化に当り払込剰余金と利益剰
余金のいずれにチャ｛ジされようと，さほど重要なことではない。剰余金の経
但）
額における減少のみが，この場合意味をもつのである。
しかし会社資金が醸出された源泉（sources）を示す見地から，純財産の総額
は，株主の払込部分（資本〉と企業の稼得部分（利益〉の二つの部分に分けら
れる。このために剰余金は，さらに払込剰余金と利益剰余金に分割される。利
益剰余金は蓄積された未分間の利益を示し，払込剰余金は表示資本とともに株
主の醸出額を表わす。利益剰余金は，株主に対して法的に配当可能な資産の額
を示している。そこで資産配当は，株主の醸出額からではなく，稼得利益から
なされるべきである。
剰余金が資本化された場合，資産西日当と同様に分配可能な資産の額は減少す
る。しかし剰余金の資本化による表示資本の増加分は，利益剰余金に対してで
はなく，準資本的性質をもっ払込剰余金に対して賦課されるべきである。つま
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り醸出資本の恒存性から，組入による拘束 (impounding）は払込剰余金に対し
て適用されるべきである。払込剰余金が存在するのに，利益剰余金のいかなる
部分も資本化されてはならない。これが健全な原則であるとヨークはいう。
わが国商法の定める資本準備金の資本組入（293条ノ3）や，資本組入法（株
式会社の再評価積立金の資本組入に関する法律〉による再評価積立金の資本組
入は，企業の財務政策的・法律的観点からは，恒久的資本への転換として重要
な意味をもつであろうが，会計理論からみれば，それらは単なる資本項目聞の
振替であるにすぎない。 W• J・グ7 ツタ｛も払込剰余金あるいは贈与（資木〉
剰余金を資本に組み入れることは，そのような措置が単に法定資本と財務上の
資本との間の怒意的な懸隔をせばめるにすぎないゆえに，重大な反対はありえ
（日
ないとしている。むしろW・A・ベイトンは資本剰余金と表示資本の融合（ama-
lgamation）を強調している。資本剰余金は元来，資本金と一体不可分のものな
のである。なお以上の場合における新株の無償交付は，本質的に資本剰余金の
資本組入に伴う株式分割を意味する。しかし新株の発行と資本剰余金の資本化
との聞に固有の関係は存しない。したがって，何ら資本剰余金の組入を伴うこ
となく無対価で新株は発行されうるし（株式分割…但し 202条参照〉， また何
ら新株の発行を伴うことなく資本剰余金は資本化されうるのである（資本組
入〉。
利益剰余金の資本組入といえば，一般に利益準備金の資本組入（293条ノ3)
や株式配当（293条ノのがあげられる。 これらについては節を改めて論ずる
が，資本と利益とを峻別する基本的立場から，われわれは資本剰余金の資本組
入と利益剰余金の資本組入とを混同することなく，全く異質的なものとして理
解し検討を加えようとする。無償交付も株式配当も，剰余金の資本組入に伴う
株式分割〈資本構成の変更〉であることを否定はしないが，組入財源を異にす
るという意味において，両者を一元的に捉えることに賛成することはできない
のである。
註（1) T. Yark, St口ckDividends from the vi己wpointof the Declaring Corporation, A. R. 
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Mar. 1941. 
(2）会社債務に対する株主の有限責任のゆえに，会社の純財産の額は，表示資本と剰余
金の二つに分割される。資産の総額から，負債と表示資本の合計額を差し引いた残額
である剰余金は，株主に分配できる資産の額を意味する。逆に，資産の総額は，配当
によって，会社負債と表示資本の合計額以下に減ぜられではならない。かくして表示
資本の額は，一方では配当に当てえない拘束された（impounded〕資産の額を決定し，
他方では分配可能な資産の自由な額を算定するために負債の額に加算されるのであ
る。資産の配当は，剰余金総額と分配可能資産の額における減少をもたらす。そこで
この額を示す観点から，配当による賦課が払込剰余金に対してなされようと，利益剰
余金に対してなされようと重要ではない。剰余金の総額に等しい資産が分配可能とみ
なされるからである（T.York, ibid.〕。プレミアムは，単に旧株主と新株主の地位を
平等にする方法であるにすぎない。フ。Vミアムは，宣言されるべき配当の前払（adv-
ance payment）と考えられ，それは蓄積剰余金と同様，合法な (legitimate）配当財源
となるー1種の創業利得説ー（P.Mason, Profits and Surplus available for Dividends, 
A. R. 1932）。 なお拙稿「配当規制基準と会計思考」市部学園短期大学関学記念論叢
参照。
同法定準備金の資本組入についてではあるが，石井照久教授はつぎのように述べてお
られる。 「実際上の会計処理としては資本への組入はまず資本準備金を以てするとい
うことが適当であると考える。しかし現行法の解釈としては，必ず資本準備金を先に
組入れるべきものと解することは無理であり，いずれを先に（或はいすれか一方のみ
を〉資本に組入れてもよいと解するほかはない。」（「商法」頁1424)
（引丹波康太郎「前掲書」 65,250頁，田中誠二「最新会社法論」下巻618頁
(5) W. ]. Vatter, Corporate Stock Equities, Handbook of Modem Accounting Theory, 
1955, p. 392. 
・ (6) W. A. Paton & W. A. Paton Jr., Corporation Accounts and Statements, pp. 16, 
8(}-84. 
{7）剰余金の資本組入を一元的に把握する見解として，竹内敏夫教授の説をあげること
ができる（「剰余金の資材区別〉。 株式配当，準備金の資本組入および再評価積立金
の資本組入は「利益，任意準備金，再評価積立金等，その法律的性質においては異な
っているが，いずれも法定資本を超える自己資本，すなわち会計学上のいわゆる剰余
金を，法律上の資本に組み入れる手続にほかならない。…乙れを『剰余金の資本組入』
という上位概念で総括することとしよう。」（4頁）
「これらは会計学上いわゆる剰余金として総括されるものであって，剰余金の資本
ー組入という操作としては，乙れを統一的に理解すべきではないか。」（302頁）
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2 利益準備金の資本組入
「会社ハ取締役会ノ決議ニ依リ準備金ノ全部叉ハ一部ヲ資本ニ組入ノレノレコト
ヲ得」（293条ノ 3, 1項〉。 通説によれば，ここに準備金とは法定準備金〈資
本準備金・利益準備金〕をさし，再評価積立金・任意準備金を含まないとされ
る。任意準備金の資本組入については次節においてふれるが，ただ本質的に
「利益の資本化」は，みだりに許されてはならないことを指摘しておきたい。
法定準備金の資本組入が認められるのは，それらが「著しく増加して資本との
間に均衝を失するとか，あるいはこれを資本に組入れて，これにつき株式を発
行することが株主の要望に合するとかのような会社経営上の便宜のため」であ
るといわれる。それにしても資本準備金と利益準備金とのいずれを先に資本に
組み入れるべきかの問題があり，欠損填補の順位，準資本的性質等からみて前
者を先にすべきであるという意見もあるが，現行商法の論理をもってすれば，
いずれを先にすることもできると解される。なお法定準備金の資本組入を取締
役会の決議によらしめているのは，法定準備金は欠損の填補以外には使用でき
ないのであり（289条 1項〉，組入によって株主の利益を害することはなく，ま
た資本の増加として債権者の利益になるからである。
しかし利益準備金の資木組入に対しては，つぎの立法的批判が加えられてい
る。
「利益準備金は資本の4分の 1までは積立を要するから（288条〉，その既存
積立金を資本化することは次年度以降における積立，従ってまた株主に対する
利益配当に影響する。」
「利益準備金を資本に組入れて株式を発行し，任意準備金を利益準備金に積
立てることを反覆すれば，総会の通常決議により株式配当と同様の効果をもた
らすことができる。」
これに対して利益準備金の資本組入を肯定する説は，つぎのように反論して
いる。
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次期以降の配当可能利益を減少せしめる効果は，利益準備金の組入の場合だ
けに生ずるものではない。資本準備金の組入といえども，次期以降における利
益準備金の積立限度額の基準たる資本を増加せしめることによって，配当可能
利益に影響を及ぼすことは同じであり，両者は程度の差にすぎない。
また利益準備金の資本組入が株式配当の脱法手段として利用されるおそれが
あるからといって，その資本組入をつねに禁止する必要も理由もなければ，株
式配当と同様に総会の特別決議を要求するのも行きすぎであろう，と。
商法において純資産はすべて株主に帰麗するが，そのうち資本金と法定準備
金の額に相当する資産は，配当にあてることができない。つまり商法よの配当
可能利益は，資本金と法定準備金（再評価積立金等を加える〔商法規則35条 1
項〕〉の合計額に相当する資産が維持された後において，それを超過する金額と
して把握される。また商法上の欠損は，純資産額が資本金と法定準備金の合計
額にみたない差額，すなわち「資本の欠損」として理解される。かくして法定
準備金は，資本金とともに，それに準ずるものとして，それらと同額の資産を
会社に拘束し凍結させようとする点において，共通な性格をもっている。法定
準備金は， 「資本の欠損」の填補および資本の組入れ以外に，これらを使用す
ることができないとされる所以である。
そこでは利益準備金と資本準備金において，それらの源泉の相違は無視され
「資本の欠損」の填補の順位について差異を止めるにすぎない（289条2項〉。
法定準備金の使用の順序を法定したのは，資本準備金の財源が株主の出資また
はこれに準ずるものから成るためというより，準備金をなるべく保有させるた
めに，再び積み立てる確率の大きい利益準備金をまず使用させ，やむを得ない
場合に資本準備金に及ぶようにするのが適当だからである。利益準備金は資本
準備金の本質をもっとさえいわれる。特殊な性質を付与された利益準備金は，
たとえ株主総会の承認があっても利益へ戻し入れられることはない。
以上に対して「利益準備金は配当可能利益ではないが，それが拘束されてい
るということによって，利益の一部であるというその本質を失うものではな
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い」という見解がある。これは資本取ヲ！と損益取引とを区別して，資本と利益
の区分・保持を重視する企業会計原則の思考に添うものである。およそ純会計
理論的にみて，利益の資本化あるいは資本の利益化はともに許されないところ
である。
また資本準備金は，その性質上無制限に積み立てられるものであるからヲま
さに資本組入を必要とするが，他方，利益準備金は資本の4分の lまで積み立
てれば足りるのであるから，その資本化を認める必要性に乏しいといわなけれ
ばならない。つまり，資本と積立限度の固されている利益準備金との聞に不埼
衝を生ずることはなく，また株式分割によっても株式を発行することができる
から，資本構成あるいは株式構成の是正ということは，利益準備金を資本に組
み入れるべき理由とはならないのである。
ゆえに293条ノ3, 1項の準備金は，立法論としても解釈論としても，資本準
備金にかぎるべきである。ここに法定準備金の資本組入は，資本剰余金の資本
化として無理なく理解される。もし，利益準備金を資本に組み入れようとする
ならば，取締役会の決議ではなく少くとも株主総会の通常決議を要件とすべき
であろう。
法定準備金の資本組入には必ずしも新株をともなうことを要しないが〔293
条ノ 3, 2項〉， 新株が発行された場会，本質的にそれは株式分割となる。も
っとも資本構成の変更が行われる点において単純な株式分割とは異なるが・。
会社の合併によって合併差益が生ずる場合，消滅会社の準備金は一応取り崩
され，存続または新設会社の計理上，その全額を資本準備金に積み立てるのを
原則とする（288条ノ2, 5項〉。そこで消滅会社に利益準備金等の存するかぎ
り利益準備金等の資本化が行われるわけである。これは会計主体における実質
的変化に伴う一種の資本修主ないし持分修正と考えられる（現物出資説〕。
しかし必ずしも，上のように合併差益の全額を資本準備金に積み立てる必要
はないく288条ノ2,2項〉。合併差益中，消滅会社の資本準備金に相当する金額
は，いうまでもなく存続または新設会社の資本準備金とすることを要しラまた
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消滅会社の利益準備金に相当する金額は，存続または新設会社の利益準備金と
することを要するが，任意準備金その他の剰余金に相当する金額は，資本準備
金としないで，任意準備金または繰越利益金とすることができる（人格承継
説〉。その結果として存続または新設会社の利益準備金が積立限度をこえる場
合，こえる部分を資本準備金（合併差益〉とする説もあるが，資本減少の場合
と同じく，特則として従前通り利益準備金とすべきであろう。
稀ではあるが，転換株の転換において，転換によって原株式数より新株式数
の方が大となる場合（例えば，額面 500円の優先株5株が普通株6株の割合で
転換される〉， 新株式の額面の総額まで資本を増額することを要し，それに必
要な金額を資本準備金から資本に組み入れなければならない。転換の時に資木
準備金が充分にない場合，その他の剰余金なかんずく利益準備金を組み入れる
べきかは問題である。
注（1) 田中誠二「前掲書」 612頁
(2), （司石井照久「前掲書」 423-4頁
(4）大住達雄「株式会社会計の法的考察」 253頁
(5) 竹内敏夫「前掲書」 237-8頁
(6）大隅健一郎「会社法論」 214頁
(7) 田中誠二「前掲書J558頁
(8) 木村重義外「前掲書J403頁，「株式会社の計算の内容に関する商法改正要綱法務省
民事局試案」において， 「利益準備金として，資本準備金との合計額が資本の4分の
1に達するまで，株主に対する配当額の10分の1以上を積立でなければならないもの
とすること」とされていた。これは利益準備金と資本準備金の機能を同一視して，法
定準備金を実質的に1本に考えている証左といえよう。
(9) 西山忠範「株式会社における資本と利益」 328頁
(JO）石井照久「前掲書」 424頁，久保欣哉「株式配当論J206, 225頁
!l) Accounting Research Bulletins (No. 43, 1953 No. 48, 1957〕によれば，持分プー
リングと買収は法的形式や法的考察にとらわれることなく，元の所有権〔ownership〕
が存続するか，新しい所有権が生れるかによって区別される。持分プーリングにおい
ては，被合併会社の持分の全部もしくは実質的に全部がp 存続会社において，あるい
は新設会社においてF そのまま継続する。他方，買i投においては，取得された会社の
所有権の全部もしくは重要な部分が排除される。
一 9 一
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「買収と持分フ。ーリングの何れが意味されるかを決定する際考慮されるべき他の要
素は，構成会社の相対的規模と経蛍の継続性あるいは経蛍の支配力である。かくして
結合する当事会社が他の会社に比べて全く規模が小さい時，あるいは結合する当事会
社の経蛍が排除されるか，存続会社の経営に対するその影響が極めて小さい場合は，
買収を示す。他の事情が等しい場合，結合される事業活動が類似であるか，補完的で
あるならば，持分フGーリングであると推定してよいであろう。」
その外，買収とみられる事例には，つぎのものが挙げられる。
①被合併会社の所有主力、受け取った株式が，実質的に被合併会社における彼等の持
分と比例的関係にない場合
②構成会社聞における議決権が，実質的に無議決権あるいは制限付議決権をもった
土位の証券の発行によって変更される場合
③構成会社の所有主に対して発行された株式の相当部分を償還する計画・取極め，
あるいは結合の直前直後に行なわれる所有権の実質的変化
④ 構成会社の事業の大部分の放棄あるいは売却
持分フ。ーリング概念のもとにおいて，新会社は全構成会社の継続とみなされる。そ
こで構成会社の利益剰余金，もしあれば欠損金は引き継がれるべきである。また持分
フ〉｛リングにおいて，存続会社の表示資本は被合併会社の表示資本の合計より多くあ
るいは少いかもしれない。前者の場合p 超過額はまず他の駿出資本（資本剰余金）の
合計から控除され，ついで被合併会社の利益剰余金の合計から控除されるべきであ
る。他方，後者の場合，差額は他の酸出資本（資本剰余金）として存続会社の貸借対
照表に表示されるべきである。
わが国税法は人格承継説に立つといわれるが，課税上の公平を考慮しつつ，合併差
盃の構成要素に応じて課税の取扱いを異にしている（法人税法施行令9条）。吉国二郎
氏は，つぎのように現物出資説の難点を指摘される。 「合併の本質を…たとい現物出
資と考えるにせよ，現物出資をする以上被合併1去人の株主等は会社財産につき完全な
権利をもたなければならないはずである。そのことは会社の積立金額等が資本化され
たことを意味する〔傍点引用者）。 そうであれば，合併差益のうち積立金額に相当す
る部分については，清算所得を課税する必要が生じてくる。そのことは課税上必ずし
も適当なこととはいえないであろう。つまり現物出資によっても…積立金額の未決算
勘定的な性格に対しては，税法上一定の措置（みなし配当…引用者注）が必要となる
はずである。」〔吉国二郎外「税務会計」 21頁〕
しかし税法は，巌密な意味で人格承継説に立つとはいえない。例えば，
①合併に際し評価益の計上を認めている（法人税法施行令9条1項2号）。
②被合併会社の繰越欠損金は引き継がれない（法人税法57条〕。
位） 田中誠二「前掲書」 561頁，江村稔「利益準備金をめぐる会計の立場・商法の立場」
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産業経理24巻12号
3 その他の利益剰余金の資本組入
(1）株式配当
会計理論上，利益剰余金のなかには，利益準備金（配当不能利益〉が含まれ
ると解される。利益準備金の資本組入については前節において述べたから，そ
の他の利益剰余金〈配当可能利益〉の資本組入について論ずる（以下単に利益
剰余金と称する〉。
商法上任意準備金の資本組入が認められるかは，説の分れるところである。
少数説は商法293条ノ3, 1項において単に準備金と定めているのは，任意準備
金を含むとして，その組入を肯定している。しかし通説は，つぎの理由をあげ
て任意準備金の資本組入を否定している。
① 商法が一般に「準備金」として規定しているのは法定準備金のことである。
＠ 任意準備金は定款または株主総会の決議をもって積み立てられるから，293
条の3におけるように取締役会の決議をもって処理できない。
①法定準備金のうち資本準備金は無制限に積み立てられるから，資本組入の
必要があるが，任意積立金はこれを取り崩して現金配当または株式配当に向
けることができ，資本組入の必要がない。さらに利益剰余金の単純な資本組
入 配当可能利益を資本に組み入れるだけで新株の交付を行なわない ー
を，株主総会の特別決議によって可能とする見解に反対して，現行法では，
利益剰余金の資本組入は株式配当としてのみ行ないうるという掬すべき主張
ff•ある。
利益剰余金は，社外株式の額面金額あるいは表示価額の引上げによって資本
化されることが考えられる。しかし，額面引上げの方法は，商法において株金
額均一の原則と株主有限責任の原則がとられている結果，全株主の同意を必要
とするために実行が甚だ困難である。
按分比例的な追加株式の発行に伴う利益剰余金の資本化が，本来の株式配当
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であることはいうまでもない。それは利益剰余金の資本組入にもとづいて新株
を発行し，これを無償で株主に交付する手続である。しかし，純粋無額面株
(true or actual no-par stock）が株式配当として利用されるとすれば，株式
配当に相当するだけの金額を利益剰余金勘定から資本金勘定に振り替えない場
合が考えられる。そこでは利益剰余金勘定と資本剰余金勘定とにおいて何ら変
動は記録されず，ただ株式数における増加のみがもたらされるわけである。そ
れでは株式配当と単純な株式分割との区別を不明瞭ならしめることとなる。
A.l.C.P.Aは，発行の目的（purpose）にもとづいて両者を区別している。す
なわち，取締役会が企業内に恒久的に留保するよう決定した稼得利益の分け前
の証拠を，受領者に与えるだけの意図をもった対価なき株式の発行は，株式配
当を構成すると考えられる。株式の広い分散と市場性を高めるために 1株当り
の市場価値を減ずる意図のもった対価なき株式の発行は，株式分割を構成する
と考えられる。そして社外株式の20%ないし25%以下の株式の発行によって，
後者の目的が果される事例は殆んどないとしている。
しかし，アメリカ模範事業会社法は，利益剰余金の資本化を伴うか否かに区
別のメノレクマ｛／レを求めている。 「会社の表示資本を増加することなく，ある
種類の発行済株式を同種類の多数株式へ分割することは，株式配当と解釈され
るべきではない。」株式分割と株式配当は，会社の株式構成の変更を生ずる
点において共通性を有するが，後者の場合，資本構成の変更を伴う点において
前者と区別される。純粋無額面株の場合でも， 1株何円という金額的計算表示
のもとに株式首日当をなすべきであり，その合計額に相当する金額が利益剰余金
勘定から資木金勘定に振り替えられるのが妥当である。株式配当という用語は
追加株式の発行が，その必須の目的（essentialpurpose) として利益剰余金の
資本化を伴う場合に限定されるべきである。このことは，株式配当の本質に関
する両行為説につながるもので、はない。ここに利益が資本化される場合の典型
をみる。つぎにかかる資本化の政策的意図が問われなければならないであろう。
ベイトンによれば，稿得利益が資木化される正当な理由は，持分勘定におい
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て，利益資金が財務的拡張あるいは負債の償還に当てられたという事実を表示
して、企業内にそれらの恒久留保を保証しようとする経営者の希望であるとさ
れる。しかし再投資は，留保利益勘定に残高が存在しているだけでも果され
る。この場合，流出処分の対象から外すために利益剰余金を拘束することも考
えられよう。
法定資本の維持によって保護される債権者の観点からすれば，法定資本が不
足している場合，留保利益の資本組入は妥当なものと考えられる。それは会社
資産が分国によってそれ以下に減ぜられではならない総額を増加するから，会
社債権者に対しては追加的保証を提供することになる。
その他資金繰り・株式の分散と市場性の高揚・価格水準の騰貴・支配的基礎
の強化・配当率の隠蔽に応ずる等，要するにその時の財務的事情や政策的要求
にこたえて，株式持分が再整理されるものと考えられる。
純理論的にみて，株式西日当による利益剰余金の法定資本への振替は，企業の
成長の尺度としての利益剰余金の完全性を害し，また原初的に企業へ委託され
た資本額を腰昧にする。 R・ウイクツンは，株式由当による資本化の額を「蓄
積資木」の部に別個の項目として示すことが好ましいとしている。 「この稼得
利益から蓄積された資本部分を限定することによって，法定資本の増額の結果
は，醸出資本の真の額と蓄積資本を腰味にすることなく，表示される。」 A• 
A・A会計原則（1948年〉も， 「払込資本と留保利益との区別は恒久的である
べきである。留保利益が，株式配当・資本組入・その他の慣例的措置によって
払込資本へ振り替えられた場合，そのように決定された額は，貸借対照表に示
されるべきである。」と記している。
他方， 1951年A・A・A観念・基準委員会はつぎの理由から，払込資本と留
保利益との恒久的区分に反対している。①払込資本と蓄積資本の区別は主に形
式的であり，法的考察以外有用性はうたがわしい。①管理的・経済的見地から
留保利益は資本である。①会社によっては二種類の資本を示すために，余りに
も多くの塵史的資料が開示されなければならないであろう。
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しかしA.I.C.P.Aの会計術語委員会 (1952年〉は，留保利益額が株式配当の
1結果減少せしめられた場合， 財務諸表の表示は， その事実が意味を失うまで
は，留保利益として示された額はそのような振替後の残高であることを示すべ
きであるとしている。確かにすべての関係資料を充分に公示するためには， E
式に資本化された額は，その情報が企業の現在の財務状態に関与するかぎり公
開されるべきである。財務諸表の利用者に，経営者の過去・現在・将来の財務
政策について理解しやすい情報を提供することの望ましいことは明らかであ
り，株式配当はこの政策の重要な一面を表わすのである。
注（1) 「株式会社の貸借対照表及び損益計算書に関する規則」によれば，資本準備金・利
益準備金は「法定準備金の部」にp その他の剰余金は「剰余金の部」に記載しなけれ
ばならない（35条〕。
(2) 田中誠二「前掲書」 573-4頁，石井照久「前掲書」 424頁
(3）商法が単に準備金と規定しているいま 1つの例として， 281条5号（利益処分案）
の「準備金」をあげることができる。同号が欠損処理案を含まないとすれば（沼田嘉
穂、「会計教税書J256頁〕，それは利益準備金のみをざすものと考えられるが，ヱド条の
「準備金」は，すでにのべたごとく逆に資本準備金に限定する解釈が妥当と考えられ
る（西山忠範「前掲書」 331頁〕
(4) 久保欣哉「前掲書」 216頁
(5) それにしても，株式配当のように株主の追出資を要しない場合には，定款変更の手
続さえとれば額面引上げも可能であってこれを否定する理由はない。事実アメリカ・
ドイツ・フランスにその例をみる〔竹内敏夫「前掲書」 219頁〕。
(6) A. I. C. P. A, ibid., pp. 49, 52. 
(7) Model Business CDrporation Act，配c.40 
(8) 岡村正人「株式配当について」会計72巻 1号，株式配当が額商株からなる場合．
「配当として発行される株式の額面総額に少くとも等しい剰余金額が…表示資本へ振
り替えられるべきである。」 また株式配当が無額面株からなる場合，配当が宣言され
る時における取締役会によって決定された「表示価格の総額に等しい剰余金額が…表
示資本へ振り替えられるべきである。」（ModelAct. sec. 40. (d)(1)(2). ）統一事業会位
法〔U口iformBusiness CDrporation Act sιc. 24. 6(a））も同旨である。わが国商法293
条の 2, I項2項はつぎのように規定している。 「会社ハ第343条（定款変更決議の
方法〕ニ定ムノレ決議ヲ以テ利益ノ配当ノ全部又ハ一部ヲ新ニ発行スル株式ヲ以テ為
スコトヲ得②前項ノ配当ハ額面株式ニ付テハ券面額，無額面株式ニ付テハ同項ノ決議
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ニ於テ定ムノレ発行価額ヲ以テ之ヲ為ス」
(9) W. A. Paton, Advanced Accounting, 1954, p. 580. 
(10) W. A. Paton, Essentials of Accounting, 1939, p. 704. 
仕1) Accountants’Handbook eded. by羽T.A. Paton 1943. p. 1016. 
(12) R. Wixon, The Nature of Corporate Capital, J. of A., Sep., 1946. 
制 AccountingConcepts and Standards Underlying Corporate Financial Statements, p. 6. 
(14) Accounting Terminology Bulletin No. 1. Review and Resume, p. 31. 
q司 J.T. Burke, Stock Dividends-Suggestions for Clarification, A. R. April 1962. 
つぎの表示は， H.D. Loweのものを参考にした 〔theClassification of Corporate 
Stock Equities, A. R. 1961〕。
株主持分
I 払込資本
法定資本
普通株 ××× 
優先株 ××× ××× 
払込剰余金
普通株 ××× 
優先株 ××× ××× 
i口〉、 計 xx× 
E 留保利益（蓄積資本）
資本組入（株式配当〕
普通株 ××× 
減債積立金 ××× 
配当可能利益 ××× 
1口b、 計 ××〉く
亙そ の 他
再評価剰余金 xx× 
贈与剰余金 ××× 
iロ"' 計 ××× 
株主持分合計 ××× 
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剰余金の資本組入において，資本剰余金と利益剰余金を区別しているのは税
法である。組み入れられた剰余金が，税法上の資本積立金に相当するものであ
るときは，それは本来資本金と閉じ性質をもっと考えられるところから〈法人
税法2条16号， 17号〉， 課税の面で個人株主にも法人株主にも影響を及ぼさな
い。また再評価積立金を資本に組み入れた場合においても，その組み入れた金
額に相当する金額は，法人税法または所得税法の規定による所得の計算上，利
益の配当または剰余金の分配の金額とされない（資産再評価法119条〕。したが
って資本積立金・再評価積立金の資本組入に伴う無償交付は，本質的に株式分
害リなのである。
しかし，組み入れられた剰余金のうちに，法人税法2条18号に規定する利益
積立金があると，観念的にはその積立金に相当する金額の分配があり，それが
再投資されたと考えられているから，所有株式に対応する部分の金額は，新株
発行のいかんを問わず， 「みなし配当」とされる（法人税法24条2項，所得税
法25条2項〉。そこで商法293条ノ3の規定により準備金を資本に組み入れた場合
においても，株式を発行すると否とに拘らず，その準備金のうちに法人税法2
条18号に規定する積立金（利益準備金〉がある時は，配当とみなされるのであ
る（法人税基本通達165の2～4）。
要するに税法における利益積立金は，法人税と所得税との連結点をなし，法
人税については課税済（あるいは非課税・免税〉であるが，所得税については
課税未済の未決算勘定のごときものと考えられている。そこで資本組入の場合
のみならず，利益積立金が減資・解散・合併・利益をもってする株式消却等に
よって株主に帰属する結果となる場合も，その時期において利益の配当があっ
たと同様の課税関係を生ぜしめる必要があるのである（24条〉。 論理的には，
出資を除く株主の持分の増加じたいに課税するという基本的立場をとっている
が，課税技術上の困難をさけるために，それが確定的に処分された時に（権利j
確定主義〉課税することにしているにすぎない。
個人株主の場合，株式配当は課税所得を構成し，配当をうけた株式の額面金
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額（無額面株式の場合は発行価格〉が牧入金額とされる〈所得税法施行令83
条〉。 ただし，それは所得税法上の国当所得に属するから，法人の段階と個人
の段階における二重課税を排除するため，部分的に配当控除の適用をうける
〈所得税法昭条，租税特別措置法8条の5えまた法人株主の場合，法人段階
における重複課税を回避する趣旨から現金配当同様，株式配当は益金に算入さ
れない〈法人税法23条3。
みなし配当に関するかかる措置は，法人個人一体主義・租税負担の公平・徴
税の確保等税法独自の理念からくるものであって，その根拠を会計理論ないし
商法理論に求めえないことをここで指摘するにとどめたい。
注（1）資本積立金に相当する部分の金額が資本に組み入れられた場合，最初の投資額に変
りはないのであるから，株式の帳簿価額は，新株の発行がなければ取得価額のままで
あり，新株の発行があれば，旧株l株について取得した新株の数に 1を加えた数で除
した金額が新旧株式の帳簿価額となる。
却法人税法2条18号によれば，利益積立金額は，（1）各事業年度の所得の金額（2)23条
（受取配当等の益金不算入〉， 26条（還付金等の益金不算入〉または27条（合併差益
金のうち被合併法人の利益積立金額から成る部分の益金不算入〕の規定により各事業
年度の所得の金額の計算上益金の額に算入されなかった金額（3)57条から59条まで（繰
越欠損金の損金算入〕の規定により各事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入
された金額のうち，法人が留保している金額の合計額から，各事業年度の欠損金額の
合計額（資本等の金額により補てんされた金額を除く〕を差し引いた金額をいう。
。） 「株式配当に対する個人所得を非課税とした場合は，個人に課税することなしに会
社資本金が増加し，積立金を減少することになり，清算所得においてはそれだけ所
得を減少させることとなり，配当の個人に分配された場合の所得税相当額をいずれに
おいても徴収出来ず会社資産が株主個人に移転する不合理をもたらす。」右山昌一郎
「株式配当に対する個人課税について」税務弘報6巻9号、
(4）資本組入に当って株式の発行がない時は，株式の帳簿価額は，その取得価額にみな
し配当の金額を加えた額となり，資本組入に当って株式が発行された時は，乙の合計
金額を旧株1株に対して取得した新株の数に1を加えた数で除した金額が新・旧株式
の帳簿価額となる（法人税法施行令42,43条〕。
(5）吉国二郎外「前掲害」 13頁
(6）竹内敏夫「前掲書」 269頁
{7）配当課税に関する現行の制度は，西ドイツ式の配当軽課法（租税特別措置法42条参
一 17一
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；照〕とイギリス式の配当控除および益金不算入制度との混合型態であるといわれる
（塩崎潤「税制の動きと企業課税原理の模索」産業経理25巻2号）。 しかし税制調査
会（昭和39年答申〕は，配当課税のあり方としてつぎの二つの方式のうち，前者をと
るのが適当であるとしている。
①留保分と配当分の法人税率を等しくし，株主段階では配当分の法人税を配当所得
に合めて所得税を計算した上で，その所得税の税額から配当分の法人税を税額控除
する法人段階源泉課税方式（グロス・アップ方式）
②法人段階においては，支払配当の損金算入を行ない，株主段階で配当控除および
配当益金不算入の制度を廃止して全額課税する支払配当損金算入方式
租税特別措置法によれば，配当所得の課税は，希望により源泉分離課税を選べるよ
うになった（源泉選沢制度〕。 分離課税では配当金を受け取る時に源泉徴牧（税率15
%）されるだけでその後に所得税の確定申告の必要はない。ただし，この優遇措置は
1銘柄につき半年の配当が25万円（年1回決算の場合は50万円）未満，株式の保有が
発行済株式総数の 5%未満の場合に限られる。 「源泉分離申告書」を提出しなかった
配当所得は，従来通りの総合課税を選択したものとして取り扱われる（ 8条の 3〕。な
お配当所得が， 1銘柄につき半年2万5千円（年1回決算の場合は5万円〕までは所
得税の確定申告義務が免除される（源泉徴牧10%〕。 また従来通り確定申告をして配
当控除 (15%）を受けることもできる（ 8条の4〕。
•(8）株式配当は，それ自身配当であるとともに増資新株でもあると考えられているから
株式配当を受けて以後の旧株と配当として受けた新株に付すべき帳簿価額は，その旧
株の取得価額と旧株1株について取得した新株の額面金額（無額面株式の場合は，そ
の発行価額〕との合計額を，旧株1株について取得した新株の数に 1を加えた数で除
して得た金額となる（法人税法施行令42条〉。
(2）減資差損
「企業会計原則」が，減資差損を資本剰余金から控除すべきであるという立
場をとっていることは，つぎの二つの「意見書」から明らかである。
「減資差損は営業上の損金とせず減資差益から成る資本準備金のある場合は
直接これから控除し得るものとする。」 （「商法と企業会計原則との調整に関す
る意見書」〉
「減資差損については， 『これを損金に算入しない』という税法の規定〔！日
法人税法施行規則16条一引用者注〉が不明確であるから，資本積立金からの控
除を認めるのか，益金処分とすべきであるかを明讃にする必要がある。…『企
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業会計原員lJ』は減資差損を資本剰余金に課する方法を認めているが，税法にお
いても，一定の条件のもとに， この会計処理方法を認めることが望ましい。」
（「税法と企業会計原則との調整に関する意見書」〉
減資差損もまた資本取引から生じたものであるから，資本剰余金控除項目と
みるのであろう。しかし減資差損の算定が，額面価額基準によるものか，帳簿
価額基準によるものか，はたまた払込価額基準によるものか明らかではない。
またこの場合，項目別にまず減資差益から差し引くことも考えられるが，両者
に対応関係の存しないことはいうまでもない。ちなみに資本剰余金は，その特
質に応じて払込剰余金・贈与剰余金・評価替剰余金に分けることができる。
白己株式についてではあるが，つぎのような見解がある。 「買入価格が額面
金額以下であると，額面以下の額を払込剰余金勘定に貸記する。同様に買入価
但）
格が額面金額以上であると，額面をこえる額を払込剰余金勘定に借記する。」
またニュ｛ラプ・ガア｛ナは，発行持分説を支持するが，減資差損を「払込剰
余金〔その他〉」（paid-insurplus (miscellaneous））にチャ｛ジしてもよいと
述べている。 「払込剰余金（その他〉」は過去の株主による払込剰余金であっ
ても，現在の株主に帰属するものと考えられるから，かかる勘定科目の設定自
体に疑問がある。
資本剰余金をもって填補できない減資差損が，利益剰余金にチャージされる
ならば，そのかぎりにおいて，間接的に利益が資本化されることになる。そこ
でその「全額をその期の利益に負担させることなく，貸借対照表上に繰延べて
徐々に消却していくのがよい。そして後に剰余資本が発生した場合には，まず
これにチャ｛ジする方法がもっとも理論的である」という意見がある。
荷法上，減資差損は，払戻価格が法定資本の減少額を超える部分として把握
される（額面価額基準〉。 法定準備金は欠損の填補および資本の組入以外に使
用できないから（289条〉，減資差損は，これを法定準備金を除く剰余金に課す
るほかない。法定準備金を除く剰余金には， 「その他の資本剰余金（主に再評
価剰余金・贈与剰余金〉」と利益準備金以外の利益剰余金が含まれる。「その他
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の資本剰余金」にチャージしてよい場合は，会計理論上特殊な場合に限られて
いる。そこで残りの利益剰余金に課するとすれば，本来資本剰余金（払込剰余
金〉にチャージすべかりし減資差損が利益剰余金に課されるので，やはり利益
の資本化をもたらす結果となるようである。
木村重義教授は「『減資差損』を利益剰余金に課することは理論的に必要で
なく，これが理論的であるとかんがえることは誤りであるけれども，利益剰余
金の分配に対する『持分』を有する株主が，それを堅実・賢明な財務政策であ
るとして承認するならば，そのような処理をすることになにのさまたげもな
い」と述べている。
会計理論上，減資差損は，払戻価額が，払込資本の減少額を超える部分とし
て理解される。当該償還株式において重要な事実は，その株主から最初に受け
入れた金額，すなわちエクィティ・コストであるからである。この場合減資差
損は，株主持分の調整として，払込剰余金と利益剰余金のいずれにチャ｛ジさ
れるのであろうか。減資差益が，資本調整として，資本剰余金にクレディット
されるとすれば，減資差損はマイナスの資本剰余金と考えられるごとくであ
る。これについてベイトンは，つぎのように述べている。
「優先株の償還は，もともと資本取引ではあるが，償還プレミアムは，引退
株主に対する一種の特別配当一一契約の不本意なる終結に対する補償として与
えられる留保利益の一部 とみられる。その上，資本よりは留保利益を株主
持分の緩衡帯一一一第1に吸i炊きれるべき部分一一ーとみることが一般に望まし
い。そこで留保利益に手をつけることな《，償還プレミアムの額だけ資本を減
ずることは，この仮定と矛盾するであろう。」
また丹波教授も，かかる調整は「株主持分のうち資本（狭義〉の部分に必ず
しも限定されることを意味せず，それは等しく株主持分を構成する利益剰余金
にチャ｛ジされてよい」と述べ， 「資本増加取ヲ｜からは利益剰余金を生ずるこ
とは絶体にありえないが，逆に，資本減少取引からは利益剰余金の減少を生ず
る場合はありうる」ことを指摘されている。会計上種類株主のエクィティを合
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理的に管理する上から，利益剰余金チャ｛ジが認められているのである。われ
われは損益取引と資本取引を区別することのほかに，持分理論から剰余金取引
の特殊性を認識すべきであろう。
通説では，減資差損をまず利益剰余金に課し，なお不足する場合に資本剰余
金に課する処理方法をとる。これは， 1つには財務政策上の保守主義にもとづ
くこと， 2つには利益剰余金が，あらゆる損失填補のために第一に取り崩され
るべき順位にあることから生じたものと考えられる。
v注（1）法人税法22条によれば，事業年度の所得の計算上，資本等取引に係るものは，益金
の額および損金の額に算入すべき金額から除かれる。ここに資本等取引とは，法人の
資本等の金額の増加または減少を生ずる取引および法人が行なう利益または剰余金の
分配をいうとされる。
(2) S. B. Tunick & E. Saxe, Fundamental Accounting. pp. 427 8. 1963. もっとも両
民は，実務上広く受け入れられているのは，自己株式を原価で記録する方法であると
いう。 「自己株式が，その取得原価以下で売却されると，差額は，払込剰余金がない
場合においてのみ，利益剰余金にチャ｛ジされる。」
,(3) G. H. Newlove & S. P. Gamer, Advanced Accounting, pp. 33-34. 払込剰余金
（その他〕勘定における貸借はつぎのように記入される。
借万
①株式の再取得原価がその醸出資本をこえる部分。ただし比例的贈与によってえた
株式はこれに含まれない。もし払込剰余金（その他〕勘定の残高が充分でないなら
ば，未吸収額は利益剰余金勘定に賦課されるべきである。望むならば超過額のすべ
てを利益剰余金勘定に賦課しでも良い。
②準更生において消却される営業損失はできるだけこの勘定に賦課されるべきであ
る。未吸牧額は，株式が額面株しくは表示価格法のもとで記録された無額面株であ
れば払込剰余金（普通株）勘定に課し，無額面株が受取対価法のもとで記録される
ならば，無額面普通株勘定に課せられるべきである。
貸万
①株主から買入もしくは比例的でない贈与によって取得した株式の酸出資本がその
原価をこえる部分。株式種類聞に区別はなされない。
② 株主から非比例的に贈与された株式に属する醸出資本。
③株式引受義務の不履行に悲して失権が宣言されたとき，普通株（優先株〕引受勘
定への貸記をこえる株式発行に対する取消債務の超過分。
④ 株主以外のものによって贈与された現金あるいは財産の市場価額。ただし別の種
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類の剰余金として取り扱われない場合。
⑤株式配当が発行株式の市場価額で記録される場合，かかる株式の額面偲格（もし
くは無額面株の表示価格）をこえる市場価額の超過分は，乙の勘定に貸記されるべ
きである。
(4) 西山忠範「前掲書」 326頁
(5）持分管理上，株式によって表わされる持分は，株式によって表わされない持分と明
確に区別しなければならない。そこで「その他の資本剰余金」が取り崩されてよいの
は，つぎの場合であると思う〔企業会計原則注解〔9〕資産再評価法1C7条，資本充
実法15条参照）。①資本組入②欠損填補③過大記帳の訂正。
(6) 木村重義外「前掲書」 419頁， また沼田嘉穂教授は「減資差益がない場合，その他
の資本準備金で相殺するか（これらの方法の合法性についても疑問がある），または利
益剰余金で償却する以外に方法はない。」（「前掲書J179頁）と述べている。
(7) W. A. Paton & W. A. Paton Jr., ibid. p. 173.なお A.A. A.会計原則 (1936,
1941, 1948, 1957）同旨。
(8）丹波康太郎「前掲書」 53頁
(9) 阪本安一「財務諸表論」 149頁，木村重義外「前掲書」 423頁
(3) 株式の利益消却
商法学者の支配的見解によれば，利益による株式の消却（212条〉および償還
株式の償還（222条〉によって，その株式は消滅するが資本の減少は生じない。
この場合，利益の減少および財産の減少が生ずるのみである。資本は債権者保
護のため会社が保有しなければならない最低限の純財産額であるから，資本を
減少するには法定の手続（375条以下〉によって，債権者の保護を図らなければ
ならない。これに対し株主に配当すべき利益は，会社において自由に処分する
ことのできるものであり，この利益をもって株式を消却ないし償還する時は，
一般的に債権者に対して損害を与えず，また株主の利益をも害することはない。
したがって正規の減資手続を経る必要はないわけである (188条2項 3号〕。商
法上，資本の裏付けとなる財産は維持・拘束されるが，利益に相当する財産は
資本額以上に余分に獲得された財産であるから処分可能とされるのである。ま
た商法においては，資本と株式との関連が切断されているから，たとい額面株
式のみの場合でも株式の消却・償還について資本との関係を問題にする必要は
ないとされる。
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たとえば，額面50円（平価発行〉の株式l,000株が，西日当すべき利益をもっ
て50円で消却せられたとすれば，商法における仕訳はつぎのようになる。
〔未処分利益剰余金〉 50,000 〈現金預金〉 50,000 
しかしこれでは，単に利益の分配が意味されるにすぎない。株式の利益消却
は，本質的に，資本取引であるから，払込資本の減少として記録されるべきも
のである。しかし「商法は，債権者保護のための政策的要請から， 『利益ヲ以
テスノレ』ことを要求しているのであって，その結果ほんらい資木に賦課される
べきものが，利益に賦課されること」になっている。このような意味でその本
質は， 「間接的な利益の資本化」であるといわれる。
会計理論上，この場合資本金の減少をきたすことに異論はないようである。
ある説によれば，資木の減少に相当する金額の資本剰余金が発生すると述べら
れる。
〈未処分利益剰余金） 50,000 〈現金預金） 50,000 
〔資 本 金） 50,000 c資木剰余金） 50,000 
これによって利益の資本化を免れることはできるが，この仕訳は利益の分配
と資本項目相互間の振替を意味するにすぎない。これでは株式が消却〔償還〉
されたという事態を表わさない。もしこの資本剰余金がその後において取り崩
されるならば，債権者の利益を害することになるであろう。
また企業体持分（未処分利益剰余金〉を株主持分（資本剰余金一減資差益〉
に振り替えるべきであるという見解もある。減少した資本金の額は，直接には
支払手段たる現金預金の減少によって補償されるから，企業体持分たる利益は
これをそのまま存置することなく，株主持分たる減資差益に振り替えることが
必要であるというのである。
（資本金〉一株主持分 50,000 （現金預金） 50,000 
（未処分利益剰余金〉一企業体持力 50,000 （減資差益〉一株主持分 50,000 
明らかにこれは，直接的な利益の資本化となる。株式の利益消却によって，
株主持分は減少しないものと解すべきであろうか。未処分利益剰余金の帰属の
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如何にかかわらず，つぎの処理法が最も妥当ではないかと思う。
〈資本金〉 50,000 〈現金預金〉 50,000 
〈未処分利益剰余金〉 50,000 〈株式消却積立金〉 50,000 
あるいは 〈資本償還積立金〉
資本金を減少させ，同時に消却（償還〉された金額に相当する未処分利益剰
余金を別途の積立金に振り替えるのである。この積立金の性質はあくまでも利
益剰余金であって資本項目とみるべきではない。債権者保護の政策的要請をみ
たすためであれば，これを利益準備金の 1種として拘束することが考えられる。
またこの積立金の取り崩しには，資本金に準ずるものとして減資規定を適用す
ることも考えられる。要するに利益を資本化することなく， 「凍結された利益
剰余金」（frozenearned surplus）となすのである。
注（1）利益による株式の消却と償還株式の償還において，異なるところは，一方が償還の
予定せられていない（普通）株式の消却であるのに対し，他方が償還の予定せられて
いる（優先）株式の消却である点にみられる。しかし，いずれの場合においても，利
益によって株式が消却せられることに変りはない。
法人税法24条によれば，利益をもってする株式の消却において，その消却した株式
に応対する資本の金額（当該金額がその消却に充てた利益の金額をこえる場合には，
当該利益の金額）は，これを利益の配当または剰余金の分配の額とみなし，かつ，そ
の内国法人が当該事実の発生の時において当該金額の交付を受けたものとみなすとし
ている。
(2) 「禾u益をもってする株式の消却」という観念は，アメリカにおける「剰余金をもっ
てする自己株式の取得」という会計慣行に通ずるものがある。もし自己株式の購入に
よって，純資産の額が表示資本の金額以下に低減せしめられるとすれば，会社はそれ
を購入する乙とができない。つまり，剰余金の存在する範囲においてのみ，自己株式
を取得することができるのである（黒沢清「近代会計学」 174ー 5頁）。 かかる慣行が
信託基金理論の原理を不朽なものにしている（S.T. Johnson, Is the Trust Fund Th-
eory of Capital Stock d田d? A. R. 1959.〕。
ゆ西山忠範「前掲書」 22ι-6頁
叫江村稔「資本準備金をめぐる会計の立場・商法の立場」企業会計16巻12号
(5) 阪本安一「商法における会計主体と会計理論」会計87巻2号， 「企業会計上の利益
と商法上の利益」税経通信20巻3号
,(6）西ドイツ株式法192条5項，イギリス会社法58条1項参照。
本稿は文部省斜学研究費交付金（昭和39年度〕による研究の一部である。
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